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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第123期

第３四半期連結
累計期間

第124期
第３四半期連結
累計期間

第123期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 194,240 178,880 272,488

経常利益（百万円） 10,768 7,772 15,983

四半期（当期）純利益（百万円） 7,228 2,844 9,940

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 3,345 △1,686 7,980

純資産額（百万円） 149,594 149,233 154,219

総資産額（百万円） 238,928 243,117 244,638

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 69.61 27.39 95.73

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 59.0 58.2 59.2

　

回次
第123期

第３四半期連結
会計期間

第124期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 23.03 16.39

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していない。

　　　　２．売上高には、消費税は含まれていない。

　　　　３．第123期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基　　準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

　　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

いない。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国での財政赤字拡大や失業率高止まり、欧州での信用不安、タイの洪

水など懸念材料があったものの、中国・インド等の新興国が内需拡大による成長を維持し、緩やかに経済は拡大し

た。一方、国内経済は、東日本大震災の影響による厳しい状況から徐々に持ち直しつつあるものの、電力供給不足に

よる生産活動への影響や、歴史的な円高の進行により厳しい経済環境となった。

　当社グループが関連する業界は、震災影響による大幅減産や夏場の電力ピーク対策、円高の長期化、タイの洪水な

どにより厳しい状況が続いた。

　このような状況下、当社グループは新製品・新事業の創出やグローバル規模で生産の最適化や生産効率の向上、間

接部門を含めた徹底したコスト低減に取り組むなど企業体質強化に努めるとともに、事業部門毎の全世界ベースで

の責任者を定めるなど、連結ベースでの経営管理強化を図ってきた。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、178,880百万円（前年同期比△7.9％）、営業利益は7,551百

万円（前年同期比△32.9％）となり、東日本大震災とタイの洪水に係る損失等を計上したことにより四半期純利益

は2,844百万円（前年同期比△60.7％）となった。

セグメントの業績は、次のとおりである。

　

①自動車用品

東日本大震災による第１四半期連結会計期間の自動車生産台数の大幅な減少に加え、当第３四半期連結会計期間

のタイの洪水により、自動車用防振ゴム・ホース、ウレタン内装品・制遮音材ともに、売上高は前年同期を下回っ

た。

この結果、セグメント間消去前の売上高は135,230百万円（前年同期比△11.8％）、営業利益は4,522百万円（前

年同期比△48.4％）となった。

　

②一般産業用品

産業用ゴム製品分野では、中国での旺盛な需要により高圧ホースの売上が増加し、住宅用・ビル用制震装置も国

内需要の拡大により売上が増加した。

この結果、セグメント間消去前の売上高は50,663百万円（前年同期比＋6.1％）、営業利益は3,029百万円（前年

同期比＋21.6％）となった。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、6,221百万円である。

　当社は、技術研究所「テクノピア」において、材料技術研究所・新事業開発研究所の連携により必要な技術開発を

進めている。2011年３月には「新産業連携センター室」及び「自動車連携センター室」を設け、事業化・商品開発

の促進を図っている。こうした体制の下、当第３四半期連結累計期間は、新規に開発した熱線カットフィルム「リフ

レシャイン」の開発部門を新事業開発研究所から分離・独立させ、新規事業部門としてリフレシャイン事業室を新

設した。太陽光の熱の要因となる近赤外線を反射するフィルムは空調電力低減に寄与し、節電ニーズに呼応する為、

当社としても一層の販売強化に取り組んでいく。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 　　　400,000,000

計 　　　400,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
(株）

（平成24年１月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 104,042,806104,042,806
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部
１単元(100株)

計 104,042,806104,042,806 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項なし。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
（百万円)

資本金残高
（百万円)

資本準備金増
減額（百万円)

資本準備金残高
（百万円)

平成23年10月１日

～

平成23年12月31日

－ 104,042,806 － 12,145 － 10,867

　（注）　発行済株式総数、資本金、資本準備金の増減はない。

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。　
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしている。

　

①【発行済株式】

　 (平成23年12月31日現在) 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 　－ － －

 議決権制限株式 (自己株式等) 　－  　 － －

 議決権制限株式 (その他) － － －

 完全議決権株式 (自己株式等)    普通株式 　  　　　　207,500 － １単元(100株)

 完全議決権株式 (その他) 普通株式　   　　103,765,100 1,037,651１単元(100株)(注１)

 単元未満株式 普通株式 　　  　　　 70,206 －
１単元(100株)

未満の株式(注２)

 発行済株式総数 104,042,806 － －

 総株主の議決権 － 1,037,651 －

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権２個)が含まれている。

　２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式80株が含まれている。

 

②【自己株式等】

　   (平成23年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所　
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東海ゴム工業

株式会社 

愛知県小牧市

東三丁目１番地
207,500 －　 207,500 0.20

計 － 207,500 － 207,500 0.20

 

２【役員の状況】

　該当事項なし。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 39,846 29,196

受取手形及び売掛金 ※1
 55,595

※1
 60,301

有価証券 16,000 11,999

商品及び製品 5,770 6,048

仕掛品 7,644 7,989

原材料及び貯蔵品 8,040 8,852

未収入金 6,369 6,843

繰延税金資産 3,878 3,890

その他 686 1,005

貸倒引当金 △163 △117

流動資産合計 143,665 136,006

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 74,006 74,539

減価償却累計額 △39,873 △40,818

建物及び構築物（純額） 34,133 33,721

機械装置及び運搬具 163,643 164,565

減価償却累計額 △133,722 △133,174

機械装置及び運搬具（純額） 29,921 31,391

工具、器具及び備品 50,004 50,720

減価償却累計額 △44,774 △44,983

工具、器具及び備品（純額） 5,230 5,737

土地 11,328 11,274

リース資産 791 835

減価償却累計額 △568 △696

リース資産（純額） 223 139

建設仮勘定 3,460 4,567

有形固定資産合計 84,295 86,829

無形固定資産 2,474 2,528

投資その他の資産

投資有価証券 8,669 11,330

繰延税金資産 214 190

その他 5,374 6,290

貸倒引当金 △53 △56

投資その他の資産合計 14,204 17,754

固定資産合計 100,973 107,111

資産合計 244,638 243,117
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 41,697 46,132

短期借入金 3,045 2,842

1年内償還予定の社債 5,000 5,000

未払金 8,532 10,899

未払法人税等 1,052 418

製品保証引当金 783 731

災害損失引当金 125 －

その他 8,871 6,738

流動負債合計 69,105 72,760

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 2,945 2,842

繰延税金負債 4,308 4,117

退職給付引当金 2,910 3,066

役員退職慰労引当金 124 114

事業構造改善引当金 475 475

その他 552 510

固定負債合計 21,314 21,124

負債合計 90,419 93,884

純資産の部

株主資本

資本金 12,145 12,145

資本剰余金 10,867 10,867

利益剰余金 130,576 131,644

自己株式 △264 △264

株主資本合計 153,324 154,392

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,358 862

為替換算調整勘定 △9,808 △13,800

その他の包括利益累計額合計 △8,450 △12,938

少数株主持分 9,345 7,779

純資産合計 154,219 149,233

負債純資産合計 244,638 243,117
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 194,240 178,880

売上原価 161,644 151,380

売上総利益 32,596 27,500

販売費及び一般管理費 21,335 19,949

営業利益 11,261 7,551

営業外収益

受取利息 64 106

受取配当金 93 121

持分法による投資利益 373 127

その他 418 503

営業外収益合計 948 857

営業外費用

支払利息 309 270

減損損失 654 17

為替差損 0 46

固定資産廃棄損 180 121

その他 298 182

営業外費用合計 1,441 636

経常利益 10,768 7,772

特別利益

補助金収入 － 200

特別利益合計 － 200

特別損失

災害による損失 － ※1
 2,945

特別損失合計 － 2,945

税金等調整前四半期純利益 10,768 5,027

法人税、住民税及び事業税 2,508 1,298

法人税等調整額 4 239

法人税等合計 2,512 1,537

少数株主損益調整前四半期純利益 8,256 3,490

少数株主利益 1,028 646

四半期純利益 7,228 2,844
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 8,256 3,490

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △291 △441

為替換算調整勘定 △4,509 △4,576

持分法適用会社に対する持分相当額 △111 △159

その他の包括利益合計 △4,911 △5,176

四半期包括利益 3,345 △1,686

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,836 △1,643

少数株主に係る四半期包括利益 509 △43
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（１）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、Tokai Rubber Auto-Parts India Private Ltd.は重要性が増したため、また、第２四半期

連結会計期間より、東莞樟木頭東海橡塑有限公司は新たに設立したため、連結の範囲に含めている。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（減価償却方法の変更）

　有形固定資産の減価償却方法については、従来、当社及び国内連結子会社は一部の建物を除いて定率法を採用し、在外連

結子会社は定額法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社においても定額法に変更し

た。

　この変更は、当社グループの有形固定資産の使用実態を検討した結果、定額法による減価償却の方法を採用する方が会

社の経済的実態をより適切に反映させることができると判断したこと、及び、当社グループのグローバル展開が進展する

中で、海外拠点の重要性が高まっていることから、グループ内の会計処理を定額法に統一する事がより合理的であると判

断したため行ったものである。

　この変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が3,138百万円減少し、営業利益及び経

常利益は2,892百万円増加、税金等調整前四半期純利益が2,961百万円増加している。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

　 １. 受取手形裏書譲渡高 14百万円 　 １. 受取手形裏書譲渡高 19百万円

　 ２.    　

　

　──────────────

　

　

　

　

　

 ２. 保証債務

下記の関係会社の金融機関借入金等に対し、次のと

おり債務保証を行っている。

会社名 保証金額
常州住電東海今創特殊橡膠
有限公司

44百万円
( 3,523千元)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　  至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
    至　平成23年12月31日）

　

──────────────

　※１. 平成23年３月に発生した東日本大震災とタイの洪水

に伴う異常低操業損失である。　

　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期連結累計期間に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無

形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　12,971百万円　　　 　減価償却費                         9,314百万円　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日

定時株主総会
普通株式 727 7.00平成22年３月31日平成22年６月21日利益剰余金

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 727　 7.00　平成22年９月30日平成22年12月1日利益剰余金

　

　

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月21日

定時株主総会
普通株式 831 8.00平成23年３月31日平成23年６月22日利益剰余金

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 727 7.00平成23年９月30日平成23年12月1日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)　

　 自動車用品　　 一般産業用品 計

　売上高 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 　153,205 　41,035 　194,240

(2)セグメント間の内部売上高又は

   振替高
　135 　6,710 　6,845

　計 　153,340 　47,745 　201,085

セグメント利益 　8,771 　2,490 　11,261

　　
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　(単位：百万円)　

　利益　　 　金額

　報告セグメント計 　11,261

　　セグメント間取引消去 　－

　四半期連結損益計算書の営業利益 　11,261

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)　

　 自動車用品　　 一般産業用品 計

　売上高 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 　135,083 　43,797 　178,880

(2)セグメント間の内部売上高又は

   振替高
　147 　6,866 　7,013

　計 　135,230 　50,663 　185,893

セグメント利益 　4,522 　3,029 　7,551

　　
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　(単位：百万円)　

　利益　　 　金額

　報告セグメント計 　7,551

　　セグメント間取引消去 －

　四半期連結損益計算書の営業利益 　7,551

　

(減価償却方法の変更）

　「会計方針の変更等」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社の有形固定

資産の減価償却方法を定額法に変更している。

　この変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が自動車用品で1,482

百万円、一般産業用品で1,410百万円増加している。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 69円61銭 27円39銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 7,228 2,844

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 7,228 2,844

普通株式の期中平均株式数（千株） 103,836 103,835

　(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していない。　

　

　

（重要な後発事象）

該当事項なし。

 

２【その他】

　平成23年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

(イ)中間配当による配当の総額・・・・・・・・727百万円

(ロ)1株当たりの金額・・・・・・・・・・・・7円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成23年12月１日

(注)平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年１月30日

東海ゴム工業株式会社

取締役会　御中　

有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　　順　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大北　尚史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

強調事項

　会計方針の変更等（減価償却方法の変更）に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期

間より、有形固定資産の減価償却方法について、定率法から定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管している。

　　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。　
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